
原子力規制体制の日米比較原子力規制体制 日米 較

内容 規制機関 合計人数 実用炉

原子力施設の許認可 経済産業大臣

原子力規制に関する勧告 原子力安全委員会 107人

実用炉
日
本

991人 54基
規

実用炉 原子力安全・保安院
原子力安全基盤機構

366人
426人サイクル

研究炉
制

研究炉

文部科学省 91人放射線障害防止

保障措置保障措置

米

許
認

実用炉
2,915人

研究炉米

国

可
・
規
制

ＮＲＣ 3,790人 104基サイクル

875人放射線障害防止

制 保障措置

（2011年5月現在）



原子力規制機関の機能強化に向けて 

2013.8.6 

数字は概数 

 現状（2013 年） 
設置法上の 

最終組織形態 

（参考） 

米国ＮＲＣ 

安全審査 規制委 ７０人 

規 

制 

委 

７０人 

Ｎ 

Ｒ 

Ｃ 

３００人 

検査 
規制委 ２００人 

３００人 ４００人 
ＪＮＥＳ １００人 

防災 
規制委 ４０人 

７０人 １００人 
ＪＮＥＳ ３０人 

核物質防護 

・テロ対策 

規制委 ５０人 
７０人 １５０人 

ＪＮＥＳ ２０人 

基準の作成 規制委 ３０人 

２５０人 ４５０人 
基準の作成 

解析・研究管理・ 

確率論的安全評価 

・高経年化評価 

ＪＮＥＳ ２２０人 

国際・総務 

・その他 

規制委 ９０人 
１４０人 

２４００人 
（地方局等含む） 

ＪＮＥＳ ５０人 

研修 
ＪＮＥＳ １０人 

（別法人？） ６０人 
ＪＡＥＡ ５０人 

安全研究の実施 ＪＡＥＡ 
（＋民間機関）

１００人 ＪＡＥＡ 
（＋民間機関）

１００人 
ＤＯＥ 

国立研究所
n.a. 

計 
規制委 

ＪＮＥＳ 

４８０人 

４２０人 
規制委 ９５０人 ＮＲＣ ３８００人 

 



 

 
原
子
力
規
制
委
員
会
設
置
法
（抄
） 

 

附
則
第
六
条 

４ 
 

政
府
は
、
独
立
行
政
法
人
原
子
力
安
全
基
盤
機
構
が
行
う
業
務
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
行
わ
せ
る
た
め
、
可
能
な
限
り
速
や
か
に

独
立
行
政
法
人
原
子
力
安
全
基
盤
機
構
を
廃
止
す
る
も
の
と
し
、
独
立
行
政
法
人
原
子
力
安
全
基
盤
機
構
の
職
員
で
あ
る
者
が
原
子

力
規
制
庁
の
相
当
の
職
員
と
な
る
こ
と
を
含
め
、
こ
の
た
め
に
必
要
と
な
る
法
制
上
の
措
置
を
速
や
か
に
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

    

平
成
二
十
四
年
六
月
十
五
日 

衆
議
院
環
境
委
員
会
決
議 

 

三 

原
子
力
安
全
規
制
の
専
門
技
術
的
事
務
を
担
う
独
立
行
政
法
人
原
子
力
安
全
基
盤
機
構
の
統
合
は
、
一
体
的
な
原
子
力
安
全
規
制

行
政
の
確
保
に
不
可
欠
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
統
合
の
た
め
の
法
制
上
の
措
置
が
可
能
な
限
り
速
や
か
に
行
え
る
よ
う
、
関
係
の
行
政
機
関

が
一
体
と
な
って
取
り
組
む
こ
と
。
ま
た
、
そ
の
職
員
の
引
継
ぎ
に
当
た
って
は
、
現
在
の
給
与
水
準
の
確
保
及
び
専
門
的
な
知
識
及
び
経

験
を
要
す
る
職
務
と
責
任
に
応
じ
、
資
格
等
の
取
得
の
状
況
も
考
慮
し
た
給
与
の
体
系
の
整
備
そ
の
他
の
処
遇
の
充
実
の
た
め
の
措
置

を
行
う
こ
と
。 
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